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さらに 4 節は岩見沢市の入札制度改革について述べている．5 節はまとめである．
2．岩見沢官製談合事件と入札制度改革の概要
　岩見沢市は北海道の中部にある現在人口約 9 万人の空知支庁所在地の都市である．岩見沢市は
年間百数十件，60 億から 90 億円の土木建設工事を発注している．同市出身で自治省官僚であっ
た能勢邦之氏は市長選出馬を要請され，1990 年 10 月に岩見沢市長選挙に当選した．当時，市の

































置した．2002 年 07 月 10 日，中断していた入札を（1）指名業者を増やし，（2）地域限定の一般
競争入札を導入し．（3）予定価格の事前公表という制度改革を行った上で入札を実施したところ
落札率は下落した．また電子入札を北海道内で初めて試行することを表明して，その後岩見沢市
電子入札規則（平成 14 年 7 月 31 日規則第 15 号）を制定して電子入札を実施した．談合の事実
解明の過程において市長は官製談合を否定して市の内部調査で「組織的ではなかった」と偽りの
中間報告を市民に示していた．さらに市の職員は公取委の命令を無視して記録書類などを廃棄し
調査の妨害をも行っていた．しかし，2002 年 10 月 6 日任期満了に伴う岩見沢市長選挙で現職市
長は敗れ三期十二年間の能勢体制が崩れた．
　翌 2003 年 1 月 30 日，公取委は岩見沢市の公共事業の入札において入札参加業者が独占禁止法
第 3 条（不当な取引制限の禁止）の規定に違反していたとして 126 名（延べ 138 名）に対し勧告
を行った．その後に吸収合併により消滅した 1 社を除く 125 名は，いずれも勧告を応諾した．そ



























引分野と見なされる．よって公取委は 2003 年 3 月 11 日に合計 5 つの勧告を行っている．表 1
岩見沢官製談合勧告概要はその勧告の主な要点を抜き出したものである⑼．この事件で 126 社，


































































































原田建設工業株式会社 平成 11 年 5 月 26 日
有限会社高瀬興業 平成 13 年 11 月 21 日
千田工業株式会社 平成 13 年 11 月 21 日
丸玉設運輸株式会社 平成 13 年 11 月 21 日
有限会社菱和重機 平成 13 年 11 月 21 日
表 4　建設の談合への途中参加企業
事　業　者 期　　日
株式会社三雄建販 平成 11 年 10 月 15 日
株式会社西方建設 平成 11 年 11 月 17 日
三光建設株式会社 平成 11 年 11 月 30 日
株式会社泰進建設 平成 11 年 12 月 15 日
有限会社赤間板金 平成 12 年 6 月 7 日
福居木工こと　福居　和明 平成 13 年 6 月 13 日
表 4　建設の談合への途中参加企業によると建設の談合への途中参加企業は 6 社（うち 1 社は市
外）である．他に管工事は 2 社，舗装工事はゼロ，造園は 2 社（うち 1 社は市外）となっている．
企業の所在地を見ると 1 つを除いて 1 社の市外企業が入っている．勧告人のほとんどが地元の企
業なので市外企業ほど談合に加わる傾向が小さいと見て取れる．


















































し立てを行った⒁．2002 年度は合計約 7000 万円を受注していたが，官製談合事件を受けた入札
制度が改革された後の 2003 年度には合計約 3000 万円と受注額が半減してしまった．公取委から









































































⑴　北海道新聞 2003 年 1 月 20 日．朝日新聞 2003 年 01 月 24 日．北海道新聞，2003 年 1 月 30 日．北海道
新聞，2003年 2月 14日．また第三者委意見書によると，同市の官製談合は少なくとも1992年からあった．
同年 4 月，当時の助役が発注部門の課長職の職員に過去 3 年間の受注実績表を作成させ，数字を書き加え
業者ごとの受注目標額を設定したとされる．1998 年度の割り付け表も公取が押収した資料から発見され
ている．以下の官製談合の模様は新聞記事による．
⑵　朝日新聞 2002 年 05 月 24 日．
⑶　北海道新聞 2003 年 1 月 22 日．








⑹　北海道新聞，2003 年 1 月 30 日．
⑺　北海道新聞，2003 年 2 月 1 日．
⑻　平成 15 年 3 月 11 日，「平成 15 年（勧）第 1 号　及川産業（株）ほか 44 社に対する件」，「平成 15 年（勧）
第 2 号　（株）カツイほか 41 名に対する件」，「平成 15 年（勧）第 3 号　道央興産（株）ほか 16 社に対す
る件」，「平成 15 年（勧）第 4 号　北立舗道（株）ほか 15 社に対する件」，「平成 15 年（勧）第 5 号　千
葉電気工事（株）ほか 16 名に対する件」．
⑼　この表は丹野他（2008）にある付録を参考に修正を行ったものである．
⑽　原田建設工業株式会社は商業変更した後に 2009 年に破産手続きを行っている（北海道建設新聞 2009 年
10 月 21 日）．
⑾　北海道新聞，2004 年 6 月 30 日．
⑿　北海道新聞，2002 年 5 月 29 日．
⒀　北海道新聞，2002 年 6 月 6 日．
⒁　北海道新聞，2004 年 6 月 16 日．
⒂　北海道新聞，2004 年 6 月 28 日．
⒃　北海道新聞，2003 年 3 月 8 日．
⒄　北海道新聞，2005 年 3 月 22 日．
⒅　北海道新聞，2005 年 03 月 24 日．
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